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第１章 情報通信ネットワーク安全・信頼性基準の概要 

 

 

１.１ 現在の技術基準等の概要 

 

１.１.１ 電気通信設備に係る規制の概略 

電気通信事業法では、電気通信回線設備（伝送路設備及びこれと一体として

設置される交換設備並びにこれらの附属設備）を設置した電気通信事業者に対

し、その事業の用に供する電気通信設備（事業用電気通信設備）を総務省令で

定める技術基準に適合するよう維持する義務を課している（なお、類似の義務

は、基礎的電気通信役務を提供する電気通信事業者に対しても、その基礎的電

気通信役務を提供する事業の用に供する電気通信設備について課されている。）。 

関係電気通信事業者は、事業用電気通信設備の使用を開始しようとするとき

は、当該事業用電気通信設備が技術基準に適合することについて、自ら確認し、

その結果を総務大臣に届け出なければならない。 

また、関係電気通信事業者は、電気通信役務の確実かつ安定的な提供を確保

するため、事業用電気通信設備の管理規程を定め、電気通信事業の開始前に、

総務大臣に届け出なければならない。 

 

１.１.２ 技術基準の構成 

事業用電気通信設備に係る技術基準は、事業用電気通信設備規則（以下「設

備規則」という。）により定められており、通常は利用者の管理・運用に委ねら

れるべき端末設備及び自営電気通信設備を除く設備（すなわち電気通信回線設

備）については、次のような構成となっている。 

 

第一節 電気通信回線設備の損壊又は故障の対策 

第二節 秘密の保持 

第三節 他の電気通信設備の損傷又は機能の障害の防止 

第四節 他の電気通信設備との責任の分界 

第五節 音声伝送役務の提供の用に供する電気通信回線設備 

 

電気通信設備の安全・信頼性対策は、このうち「第一節 電気通信回線設備の

損壊又は 故障の対策」において規定されている。具体的には、電気通信回線

設備について、「アナログ電話用設備等」（アナログ電話、ISDN（音声のみ）、

0AB～J-IP 電話及び携帯電話の設備）と「その他の電気通信回線設備」（PHS、
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050-IP 電話、データ通信等に代表される設備）とに区分し、その区分毎に技

術的条件を規定している。 

 

１.１.３ 管理規程 

管理規程は、電気通信役務の確実かつ安定的な提供を確保するため、回線設

置事業者1に作成・届出が義務付けられている自主基準である。本規程では、法

律・省令で画一的に定めることが適当でない事項を定めており、記載項目とし

ては、設備の「工事・維持・運用」が主であり、設備の「設置・設計」関係は

技術基準に規定した事項以外の一部を定めている。 

 

表１.１.３-１ 現行管理規程の記載項目 

 

 

１.１.４ 情報通信ネットワーク安全・信頼性基準 

電気通信事業法の技術基準適合維持義務の対象とされない電気通信設備であ

っても、社会的に重要なもの又はそれに準ずるものについては、その安全・信

頼性対策の指標として「情報通信ネットワーク安全・信頼性基準」（昭和 62 年

郵政省告示第 73 号）が定められており、関係電気通信事業者の自主的な対応

を促している。 

また、技術基準適合維持義務の対象となる電気通信設備であっても、電気通

                                                  
1 基礎的電気通信役務を提供する回線非設置事業者を含む。 
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信事業者に対して一律に適用すべきではなく、各電気通信事業者による自主的

な判断に基づき講じられるべき対策もある。情報通信ネットワーク安全・信頼

性基準では、こうした対策をも含んでいる。 

 

 

１.２ 情報通信ネットワーク安全・信頼性基準の概要 

 

１.２.１ 安全・信頼性対策に関する基準 

情報通信ネットワークの安全・信頼性対策に関する基準には、①電気通信事

業法に基づく強制規格としての技術基準と、②ガイドラインとしての「情報通

信ネットワーク安全・信頼性基準」（①の内容を含む。以下「安全・信頼性基準」

という。）がある。 

昭和 60 年４月の電気通信事業法の施行により、電気通信事業の分野に競争

原理が導入され、多数の新規通信事業者が参入した。これにより、情報通信ネ

ットワークにおける安全・信頼性対策全般にわたって、基本的かつ総括的なガ

イドラインが必要となったことから、各種情報通信ネットワークの安全・信頼

性対策の自発的な実施促進を図ることを目的に、安全・信頼性基準が制定され

た。以後、安全・信頼性基準は、社会的背景を踏まえて、適宜改正されている。 

 

表１.２.１-１ 情報通信ネットワークの安全・信頼性対策に関する基準 
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表１.２.１-２ 情報通信ネットワークの形態 

 

 
１.２.２ 安全・信頼性基準の構成 

安全・信頼性基準は、「設備等基準」と「管理基準」の２つで構成されている。 

設備等基準は、情報通信ネットワークを構成する設備及び情報通信ネットワ

ークを構成する設備を設置する環境の基準（65 項目 166 対策、別表第１）を

定めている。 

管理基準は、情報通信ネットワークの設計、施工、維持及び運用の管理の基

準（58 項目 110 対策、別表第２）を定めている。 

 

 

図１.２.２-１ 安全・信頼性基準の構成 
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図１.２.２-２ 安全・信頼性基準（抜粋） 

 

１.３ 安全・信頼性基準の改正 

 

昭和 62 年に制定された安全・信頼性基準は、情報通信ネットワークの急速

な高度化、多様化の進展、電気通信サービスに影響を与えた大規模災害の発生

や新たなセキュリティ脅威など、制定後の状況変化を踏まえ、情報通信ネット

ワークの環境変化に対応した新たな安全・信頼性対策の確保に向けた以下のよ

うな改正を行ってきた。 

 平成６年の改正の概要 

基準の制定から７年が経過し、情報通信ネットワークの急速な高度化・多

様化から新たな安全・信頼性対策が必要となったため、基準を改正した。 

 ソフトウェアの信頼性向上対策 

ネットワークにおけるソフトウェアの役割の増大に伴う、ソフトウェア

の信頼性向上対策の充実化。 

 災害対策の一層の充実 

地震対策、火災対策に係る基準の充実、増加する基地局等の屋外・屋内

設備等の雷害対策を新設。 

情報通信ネットワークのふくそうを防止し、有効活用を図るため、必要

に応じて利用者への協力依頼・周知のための措置を新設。 

 ネットワークの相互接続の進展への対応 

ネットワークの相互接続の進展に伴う、相互接続のためのネットワーク

の設計監理、施工管理及び保全・運用管理を追加。 

 平成８年の改正の概要 

平成７年に発生した阪神淡路大震災の教訓を踏まえ、基準を改正した。 

 停電対策 
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地震発生直後からの長時間の停電による交換機や基地局の停止など、停

電に伴う障害の影響が大規模であったことから、交換設備及び基地局に

ついて停電対策を追加。 

 耐震対策 

被災すると影響が大きいと考えられる設備について、直下型地震又は海

溝型巨大地震を考慮して対策を充実化。 

 防火対策等 

大規模な火災や家屋の倒壊等によって加入者ケーブルが大きな影響を

受けたことから、加入者ケーブルの被災を防ぐための対策を追加。 

 バックアップ対策 

エントランス回線などの多ルート化や非常用無線設備の配備等による

バックアップ対策を充実化。 

 災害対策機器の配備 

速やかな復旧を可能にするために使用する機器の配備などの応急復旧

対策を追加。 

 その他 

地震発生直後の電話の輻輳等における運用面での対策を充実化。 

 平成９年の改正の概要 

インターネットが爆発的に普及したことから、これまで十分でなかったネ

ットワークの情報セキュリティに関する基準を改正した。 

 パスワード更新時の文字列チェック 

パスワードの文字列のランダム性をチェックし、一般的な単語は排除す

る仕組みを新設。 

 アクセス要求の記録等ログ管理の徹底 

保護することが求められる重要な情報については、その情報に対するア

クセス要求を記録し、これを定期的に分析すると同時に、問題発生時の

証拠として保存することを新設。 

 平成 12～13 年の改正の概要 

政府機関等におけるホームページ改ざん事案が発生したことから、電気通

信事業におけるサイバーテロ対策として、基準を改正した。 

 情報セキュリティ対策、情報セキュリティ管理など 

ハッカー及びコンピューターウィルス対策として、設備等基準及び管理
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基準を追加し、情報セキュリティポリシー策定のための指針（別表第３）

を追加。また、サイバーテロが発生した場合の緊急対応体制を整備する

ため、危機管理計画策定のための指針（別表第４）を追加。 

 平成 16 年の改正の概要 

電気通通信事業法の一部改正により、一種・二種の事業区分の廃止等が行

われたことから、基準を改正した。 

 ネットワーク体系の区分変更 

「電気通信回線設備事業用ネットワーク」「その他の電気通信事業用ネ

ットワーク」「自営情報通信ネットワーク」「ユーザネットワーク」の４

区分に変更。 

 安全・信頼性の確保等の情報公開 

ネットワークの安全・信頼性の確保に関する取組状況、情報通信ネット

ワークの事故・障害の状況及びサービスの特質等の周知の追加。 

 平成 20 年の改正の概要 

IP 電話等の増加に伴い事故の影響が広域化・長時間化する傾向にあること

や、サイバー攻撃に対する情報セキュリティの確保の問題が社会的課題と

なってきたことから、これらの対策として基準を改正した。 

 ソフトウェアの信頼性向上対策 

ソフトウェアの脆弱性対策、ウイルス対策、定期的なソフトウェアの点

検及びリスク分析を追加。 

 緊急通報の確保 

緊急通報手段を提供するサービスのメンテナンス時における措置を追

加。 

 バックアップの分散化等 

予備電源設置・冗長化などの予備機器等の配備基準の明確化。 

 停電対策 

設備の重要度に応じた十分な規模の予備電源の確保の追加。 

 品質・機能検査の充実化 

サーバ等機器導入前の機能確認、セキュリティ対策の手法の追加や、災

害時におけるユーザの振舞いや端末の挙動がネットワークに与える影

響の事前確認を追加。 

 相互接続への対応 
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相互接続を行う場合の作業分担、連絡体系、責任の範囲等の保全運用体

制を明確にし、非常時等の事業者間の連携・連絡体制の整備を追加。 

 サイバー攻撃に備えた管理体制 

サイバー攻撃発生時の迅速な情報共有方法を追加。 

 重要データの漏えい防止対策 

個人情報以外の重要な設備情報（特に他社のセキュリティ情報等）の漏

えいを防止するための適切な措置を追加。 

 平成 25 年の改正の概要 

平成 23 年に発生した東日本大震災の教訓を踏まえ、また、スマートフォ

ンの普及に伴うトラヒック量の増加等により通信障害が続発したことへの

対策として、基準を改正した。 

 設備規則の改正により技術基準が見直された事項 

交換設備相互間の伝送路設備に対する複数経路の設置、発電機等に用い

る燃料の確保、防災対策の拠点に対する停電対策の強化、大規模災害を

考慮した設備配置及び通信の疎通状況の記録・分析を追加。 

 「大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方についての最終と

りまとめ」、「IP ネットワーク設備委員会報告」の提言事項であって、安

全・信頼性基準への反映が必要と認められる事項 

津波対策の強化、停電・災害対策が強化された基地局のカバーエリアの

公開、設備設計容量に関する基本的考え方の公表、通信規制に関する情

報の公表及び災害時における多様な通信手段の利用促進を追加。 

 携帯電話通信障害対策連絡会により共有化されたベストプラクティス

で、安全・信頼性基準へ反映が必要と認められる事項 

バーストトラヒック対策、過負荷試験の実施、ハードウェア信頼性の向

上、冗長設備切替え試験の実施、社内部門間の連携及び場外情報の共有

を追加。 

 電気通信事業法以外の関係法令の規定、電気通信事業関係団体の取組状

況により、安全・信頼性基準への反映が必要と認められる事項 

迷惑メール対策及び青少年有害情報フィルタリングサービス等の周知

の追加。 

 

 

１.４ 現行安全・信頼性基準の見直しについて 
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１.４.１ 「多様化・複雑化する電気通信事故の防止の在り方に関する検討会」

を踏まえた電気通信事業法の改正 

各電気通信事業者は、上記のように電気通信事業法に基づいた安全・信頼性

対策に取り組んでいるが、情報通信分野における急速な技術革新や、競争政策

の推進により、インターネット・プロトコル（IP）を利用したネットワークの IP

化・ブロードバンド化等の進展、これに伴う事業者やサービスの多様化・複雑

化に併せて電気通信事故の発生も多様化・複雑化が進んでいる。 

電気通信事故の防止にあたっては、平時の対策及び事故発生後に適切な措置

を講じることが必要があることを踏まえ、総務省では平成 25 年４月から「多

様化・複雑化する電気通信事故の防止の在り方に関する検討会」（以下「検討会」

という。）を開催し、電気通信事故の防止を図ることを目的として、事故の事前

防止の在り方や発生時の対応の在り方などについて検討を行った。 

本検討会では、電気通信回線設備を設置せずにサービス提供を行う事業者（回

線非設置事業者）による大規模・長時間化した重大事故2も発生していることも

踏まえ、事故を防止し利用者保護を図る観点から、回線非設置事業者に関する

基本的枠組みの在り方の検討も含めて行い、有料・一定規模以上の回線非設置

事業者に対して回線設置事業者と同様の事故防止のための規律を導入すること

や、経営レベルの安全統括責任者の選任義務の導入といった７点の検討結果（提

言）をまとめた。 

 

表１.４.１-１ 「多様化・複雑化する電気通信事故の防止の在り方に関する 

検討会」での提言 

 

 

検討会での提言を踏まえ総務省では、下記の内容について検討を行った電気

                                                  
2 ①電気通信役務の提供を停止又は品質を低下させた事故で、影響利用者数３万以上かつ継

続時間２時間以上のもの、又は②衛星、海底ケーブルその他これに準ずる重要な電気通信

設備の事故の場合は、その設備を利用する全ての通信の疎通が２時間以上不能であるもの。 
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通信事業法の一部を改正する法律を第 186 回通常国会に提出し、同国会におい

て可決・成立した（平成 26 年６月 11 日公布、平成 27 年４月施行予定）。 

 「電気通信回線設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信事業者」の

技術基準の適合維持義務等 

 電気通信役務絵お提供する電気通信事業の用に供する電気通信設備（事

業用電気通信設備）を技術基準に適合するよう維持する義務 

 事業用電気通信設備の自己確認義務及び確認結果の届出義務 

 事業用電気通信設備の管理規程の作成及び届出義務 

 電気通信主任技術者の選任及び届出義務 

 電気通信設備安全統括管理者の選任義務等 

 電気通信設備安全統括管理者の選任義務 

 電気通信設備安全統括管理者の選任又は解任の届出義務 

 電気通信設備安全統括管理者の意見の尊重義務 

 電気通信主任技術者の講習義務等 

 電気通信主任技術者の講習義務 

 職務の範囲 

 権限の付与 

 管理規程の記載事項等 

 管理規程の記載事項 

 変更命令 

 安全確保措置命令 

 登録講習機関 

 

 

１.４.２ 安全・信頼性基準の見直しの必要性 

電気通信事業法の改正により、これまで技術基準の適用対象外であった有

料・一定規模以上の回線非設置事業者が新たに適用対象となることから、電気

通信事業者等のネットワークの安全・信頼性対策に関するガイドラインである

安全・信頼性基準等について、総合的に見直す必要がある。 
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第２章 安全・信頼性基準の見直し 

 

 

 第２章においては、第１章 １.４ 見直しの必要性を踏まえ、安全・信頼性基

準の見直しが必要とされる事項について検討を行った。  

 検討に際しては、主に次の５つの事項及びその観点を踏まえ、現行の安全・

信頼性基準に追加、改正すべき基準（対策の内容、実施指針）があるか検証を

行った。 

 

（１）国民生活に重要な役割を果たすサービスを提供する回線非設置事業者（以

下「新区分」という。）が参照すべき基準の選定及び適用すべき実施指針の

検討 

   改正電気通信事業法により、新区分に対して技術基準適合維持義務が課

されることとなった。現行の安全・信頼性基準では、新区分は「その他の

電気通信事業用ネットワーク（以下「その他」という。）」に該当し、技術

基準適合維持義務の課されている「電気通信回線設備事業用ネットワーク

（以下「事業用」という。）」と比較し、参照すべき基準と適用すべき実施

指針に違いがあることから、内容を見直すことが必要である。 

（２）「管理規程」、「安全・信頼性基準」の記載事項等の整合性の確保に関する

検討 

   検討会の報告では、「安全・信頼性基準を管理規程作成の際に参照・活用

できるようにする」、「安全・信頼性基準に関する事故が増加傾向の場合、

技術基準や管理規程の記載事項に反映する」といった提言があった。 

この提言を踏まえ、設備の「設計・設置・工事・維持・管理」への対策

を包括的に定めている管理規程（届出義務のある自主基準）と安全・信頼性

基準（強制力のない任意基準）の整合性を確保することが必要である。 

（３）ベストプラクティス事例の「安全・信頼性基準」への反映の検討 

   ベストプラクティス事例は、実際の電気通信事故の分析の通じて得られ

た貴重な教訓、経験であることから、これらを安全・信頼性基準へ反映す

ることが必要である。 

（４）事故発生時における利用者への適切な情報提供等に関する基準の検討 

昨今の電気通信事故は大規模化・長時間化の傾向があるが、事故の早期

復旧だけでなく、利用者に対し、事故発生の有無や状況等を速やかに情報

提供することも事業者には求められている。 

   情報提供にあたっては、速やかな提供が第一であるが、利用者は高齢者
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や外国滞在者など様々であり、また、情報を受ける手段も多様化している

ことから、消費者目線に立った分かりやすい情報を迅速かつ正確に提供す

ることができるよう、検討することが必要である。 

（５）その他見直すべき事項の検討 

   利用者保護の観点からの規定の整備、基準の現行化に伴う規定の整備等 

 

なお、検討会では新区分を「有料サービスを一定規模以上の利用者に対して

提供している回線非設置事業者3」と定義している。 

本作業班では、当該定義を踏まえた検討を行った。現時点で該当すると思わ

れる事業者は大手のISP事業者であるが、現在、回線非設置事業者によるMVNO

サービスの提供が拡大してきており、また、MVNO サービスではデータ伝送役

務だけでなく、音声役務（携帯電話、PHS）の提供も可能であることから、今

後、検討を行った「有料サービスを一定規模以上の利用者に対して提供」する

回線非設置の MVNO 事業者が出てくることも想定される。 

そのため、今回の検討では新区分の対象事業者を、有料で一定規模以上の利

用者に対して提供する ISP 事業者及び MVNO 事業者（音声役務、データ伝送

役務いずれかの場合も含む。）とした。 

 

 次に、上記観点を踏まえ、現行安全・信頼性基準に反映すべき見直しの概要

を示す。 

  

                                                  
3 無料でサービスを提供している回線非設置事業者については、「当該サービスを提供する

設備の故障により利用できなくなったとしても、アクセス回線等に係る契約に基づく、電

話やメール等の有料サービスが利用できると考えられる」ことから、検討会での検討にお

いても適用の対象外としている。 
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２.１ 新区分が参照すべき基準の選定及び適用すべき実施指針の検討 

 

新区分については、これまでも「その他」として安全・信頼性基準に基づい

た自主的な対応を実施しているところである。今回の電気通信事業法改正によ

り新区分は、電気通信役務の用に供する自らの電気通信設備を技術基準に適合

するよう維持する義務が課されることになるため、「その他」と同様の実施指針

ではなく、「事業用」に実施指針を合わせることが、安全・信頼性の確実な確保

の観点から適当な基準も存在する。 

上記を踏まえ、新区分が参照すべき基準及び実施指針については、設備等基

準は現行の安全・信頼性基準を、管理基準は管理規程を考慮した（２.２参照）

安全・信頼性基準を基に整理することとして、以下の方針により検討した。 

（ア） 事業用及びその他が同一の実施指針である場合は、新区分の実施指針

も事業用及びその他と同一の実施指針とする 

（イ） 事業用とその他が異なる実施指針である場合、その他が「－：対象外」

であれば事業用と同一の実施指針とし、それ以外であればその他と同

一の実施指針とする 

（ウ） 「別表第１ 設備等基準」について、回線に対する基準は原則として

対象外とする 

構成員からは、 

 ・ 新区分の実施指針は事業用と同一の実施指針とすべき 

・ 新たに新区分となる者はこれまで「その他」に該当していた者であり、

自ら電気通信回線設備を設置していないため、電気通信回線設備（伝送

路設備）に関する対策は原則ではなく一律「－：対象外」とするべき 

という意見があった。 

当該意見を踏まえ、新区分が適用すべき基準及び実施指針は、原則として事

業用に適用される基準と同一にするものの、以下の伝送路設備に関する基準に

ついては適用対象から外すことが適当である。 

 【適用対象外とする伝送路設備に関する基準】 

  ・ 異経路伝送路設備の設置（別表第１ １.（３）） 

  ・ 電気通信回線の分散収容（別表第１ １.（４）） 

  ・ 予備の電気通信回線の設定等（別表第１ １.（７）ア） 

  ・ 情報通信ネットワークの動作状況の監視等（別表第１ １.（７）ア、ウ） 

  ・ 応急復旧対策（別表第１ １.（12）ア、カ） 

  ・ 大規模災害対策（別表第１ １.（15）エ） 

  ・ 通信ケーブルの地中化（別表第１ ２.（16）） 
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表２.１-１ 設備等基準の見直し結果（その１） 
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表２.１-２ 設備等基準の見直し結果（その２） 
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表２.１-３ 設備等基準の見直し結果（その３） 

 



18 

 

表２.１-４ 設備等基準の見直し結果（その４） 
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表２.１-５ 設備等基準の見直し結果（その５） 
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表２.１-６ 設備等基準の見直し結果（その６） 
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表２.１-７ 設備等基準の見直し結果（その７） 
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２.２ 「管理規程」、「安全・信頼性基準」の記載事項等の整合性の確保に関す

る検討 

 

管理規程については、検討会における「設備の「設置・設計、工事、維持・

運用」といったライフサイクルごとに、事故防止に必要な具体的な取組を確保

する」との提言を踏まえ、項目の全体的な見直しが行われている。 

 

表２.２-１ 見直しの行われた管理規程の記載項目（案） その１ 
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表２.２-２ 見直しの行われた管理規程の記載項目（案） その２ 

 
 

見直しの行われた管理規程（以下「新規程」という。）の記載項目は、現行の

管理規程（以下「現行規程」という。）と重複する内容（情報セキュリティ対策、

重要通信確保、ふくそう対策等）もあるが、連携体制の確保（２. ①）や、電気

通信事故に対する対応（３. ②、③）など、既に管理規程を届け出している回線
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設置事業者も新たに対応を届け出る必要になった項目も含まれている。 

新規程の主な記載項目である「工事・設計・運用」に関する事項は、現行の

安全・信頼性基準のうち管理基準（以下「現行管理基準」という。）に記載され

ているため、現行管理基準を対象に整合性確保のための見直しを行う。 

見直しの方針は以下のとおりである。 

【対策】 

・ 新しい安全・信頼性基準の管理基準（以下「新基準」という。）を新

規程と同じく「第１. 方針」「第２. 体制」「第３. 方法」の項立てにす

る4 

・ 新規程の各項にある記載事項を、暫定的に新基準で規定する対策とす

る 

・ 現行基準の対策で、新基準の対策と合致若しくは近いものについては、

当該対策に置き換える（ア） 

・ 現行基準では読み替えることができないものについては、暫定とした

新基準の対策を本対策とする（イ） 

 【実施指針】 

・ 【対策】の（ア）に該当する対策に関しては、原則として「新区分」

以外は現行基準の実施指針を、「新区分」については２.１で検討した

方法により実施指針を策定 

・ 【対策】の（イ）に該当する対策に関しては、原則として「事業用」

については「◎：実施すべきである」とし、それ以外については対策

内容を踏まえて現行基準を参考に実施指針を策定 

 

２.２.１ 「第１. 方針」の検討結果 

新基準全体の総括という観点から、関係者間の連携、及び情報セキュリティ

の確保について具体的な対策を規定する。 

 <対策> 

  ・ 現行基準にネットワークの設計指針に関する対策があるため、追記 

（１.（１）関連） 

  ・ 社内外との連携は、事業を円滑に進める上で重要なことから詳細化 

（１.（２）,（３）関連） 

  ・ 情報セキュリティについては、現行基準に合致するものがあるため置き

換え（４.（１）～（３）関連） 

 

                                                  
4 新管理規程には「４. 統括管理者の選任」の項目があるが、当該項目は安全・信頼性基準

とは関係のないものであるため、見直しの対象とはしない。 
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表２.２.１-１ 「第１. 方針」の【対策】の検討結果 

 

 

 <実施指針> 

  ・ 見直しの方針【実施指針】に従い設定 

 

表２.２.１-２ 管理基準「第１. 方針」の見直し結果 

 

 

２.２.２ 「第２. 体制」の検討結果 

現行基準において既に実施している対策が多数あるため、【対策】の（ア）に

よる見直しを基本とする。 
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<対策> 

・ 現行基準に合致するもの、若しくは近いものがあるため置き換え 

（１.（２）ウ,エ、２.（１）、（２）、（３）ア～オ,キ～コ、（４）イ,ウ、

（９）、（10）、（13）関連） 

  ・ 外部業者への委託による内容のブラックボックス化を防止するため、委

託先との連携を行うことを明記（２.（１）イ関連） 

  ・ 「工事・設備更改」について、他の基準との平仄合わせ（２.（２）関連） 

  ・ 情報セキュリティ対策について、外部委託先との連携を明記 

（２.（４）イ関連） 

 

表２.２.２-１ 「第２. 体制」の【対策】の検討結果（その１） 
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表２.２.２-２ 「第２. 体制」の【対策】の検討結果（その２） 

 
 

 <実施指針> 

  ・見直しの方針【実施指針】に従い設定 

  ・重要通信、ふくそう対策、緊急通報については MVNO 事業者が音声役務

を提供することを想定して「新区分」、「その他」も緊急通報を行う場合に

限り「◎：実施すべきである」と設定（２.（６）～（８）関連） 

 

表２.２.２-３ 管理基準「第２. 体制」の見直し結果（その１） 

 



28 

 

表２.２.２-４ 管理基準「第２. 体制」の見直し結果（その２） 
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表２.２.２-５ 管理基準「第２. 体制」の見直し結果（その３） 
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２.２.３ 「第３. 方法」の検討結果 

「第２. 体制」と同様、現行基準において実施している対策もあるが、ソフト

ウェアの信頼性確保、事故発生時の取組及び事故収束後の対策については現行

基準では定めておらず、また、暫定的に基準としている内容では不十分なため、

詳細化を図る。 

<対策> 

・ 現行基準に合致するもの、若しくは近いものがあるため置き換える 

（１.（１）、（２）ア～ク、（３）ア～オ,ケ～サ、（４）イ,キ,ク、（５）

ア～エ,カ,ケ～シ,セ、（６）イ～ツ、（９）、（11）、（12）、（13）、２.

（２）ア,イ関連） 

  ・ ネットワークを構成する機器の冗長性確認を定期的に行うことを明記 

（１.（５）イ関連） 

  ・ サイバー攻撃時には、情報共有だけでなく対策を講じる必要なためその

旨を明記（１.（６）タ関連） 

  ・ 利用者への情報公開は事故についても行われる必要があるため、その旨

を明記（２.（１）ア関連） 

  ・ ソフトウェアの信頼性確保は昨今のシステム構築において重要な要素で

あるため、詳細化（１.（７）関連） 

  ・ 事故発生時及び事故収束後の対応（分析、処置、情報提供等）は具体的

な取組を求める必要があるので、内容を詳細化 

（２.（１）、（２）、３.（１）関連） 

 

表２.２.３-１ 「第３. 方法」の【対策】の検討結果（その１） 
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表２.２.３-２ 「第３. 方法」の【対策】の検討結果（その２） 

 

 

 

 



32 

 

表２.２.３-３ 「第３. 方法」の【対策】の検討結果（その３） 
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表２.２.３-４ 「第３. 方法」の【対策】の検討結果（その４） 
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<実施方針> 

・ 設備の不具合を事前に発見するための対策は、今後の技術動向によりその

内容も先進的なものに変更することが想定されるため、「事業用」につい

ても「◎*：技術的な難易度等を考慮して段階的に実施」と設定 

（１.（３）ク関連） 

・ 重要通信及び優先通信は、MVNO 事業者が音声役務を提供することを想

定して「新区分」、「その他」も緊急通報を行う場合には「◎：実施すべき

である」と設定 

（１.（８）、（９）オ、（12）ア、２.（１）ケ関連） 

 ・ MVNO 事業者は、情報提供に関する対策について MNO と連携を図り、

提供・実施主体を明確にする必要があるため、「新区分」、「その他」につ

いても「◎：実施すべきである」と設定（２.（１）、（２）関連） 

 

表２.２.３-５ 管理基準「第３. 方法」の見直し結果（その１） 

 

  



35 

 

表２.２.３-６ 管理基準「第３. 方法」の見直し結果（その２） 
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表２.２.３-７ 管理基準「第３. 方法」の見直し結果（その３） 
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表２.２.３-８ 管理基準「第３. 方法」の見直し結果（その４） 
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表２.２.３-９ 管理基準「第３. 方法」の見直し結果（その５） 
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表２.２.３-10 管理基準「第３. 方法」の見直し結果（その６） 
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２.３ ベストプラクティス事例の「安全・信頼性基準」への反映の検討 

 

検討会の報告書において、安全・信頼性基準の位置付けを、①安全・信頼性

基準を管理規程作成の際に参照・活用できるようにする、②ベストプラクティ

スと考えられる取組内容を安全・信頼性基準に反映する、③安全・信頼性基準

に関する事故が増加傾向の場合、技術基準や管理規程の記載事項に反映する、

とするよう提言されている。 

①及び③については、２.２において検討したとおり、安全・信頼性基準を新

規程の構成と整合をとるようにしたため、管理規程を作成する際に参照・活用

できるようになり、また、技術基準や管理規程の記載事項に反映できるように

なると考えられる。 

一方、②については、現行の安全・信頼性基準にはこれまでの改正の都度、

過去に取り組んだ事例について検討を行った上で反映しており、また、今回新

たに追加される対策への取組については、有効的に機能したことが確認できた

後に反映させるべきであるため、引き続き検討していくことが適当である。 

一方、、特定の原因による事故が今後、増加傾向を示すようになった際には、

当該原因に対するベストプラクティスと考えられる取組事例を安全・信頼性基

準へ反映させることで、事故防止の抑止力になると考えられるため、安全・信

頼性基準への反映については考え方を整理する必要がある。 

ベストプラクティス事例の安全・信頼性基準への反映方法として、以下の３

つが考えられる。 

・ 安全・信頼性基準の対策の具体的な説明 

・ 安全・信頼性基準の対策の補強（詳細化） 

・ 新たな対策として追記 

反映にあたっては、安全・信頼性基準の改正を伴うものになるため、内容及

び他への影響を考慮して反映することが必要である。また、③についても、ま

ずはガイドラインとして事業者の自主的な対応による効果を期待し、それでも

なお事故が続くような場合に技術基準や管理規程へ反映させる方が、事業者の

より積極的な取組が期待できると考えられる。 
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２.４ 事故発生時における利用者への適切な情報提供等に関する基準の検討 

 

昨今の電気通信事故は大規模化・長時間化の傾向を示しているが、電気通信

事業者に対しては、事故の早期復旧だけでなく、利用者に対し、事故発生の有

無や状況等を速やかに情報提供することも求められている。 

情報提供にあたっては、速やかな提供が第一であるが、利用者は高齢者や外

国滞在者など様々であり、また、情報を受ける手段も多様化していることから、

消費者目線に立った分かりやすい情報を迅速かつ正確に提供することが必要で

ある。 

検討会においては、①情報の提供時期、②情報提供手段の多様化、③情報提

供の内容、④情報提供窓口及び⑤事故収束後の情報公開の５点が提言された。 

 

表２.４-１ 情報提供に関する検討会での提言 

 

このことを踏まえ、安全・信頼性基準では、各提言であげられた具体的な方

法を対策として実施することについて検討を行ったところ、 

・ ④について、MVNO と MNO のどちらから利用者が情報を得ればよいの

かわからない場合が頻繁に発生しているので、どのような情報を誰から得

られるのかということを踏まえた基準とした方がよいのではないか 

・ 利用者と直接対応する販売代理店等に事故の詳細を周知することとされて

いるが、最も大事なのは利用者へ周知することなので、MVNO と MNO

の責任を明確化して、どちらかが周知することという記載を加えればよい

のではないか 

といった意見があったことから、MVNO 事業者は、サービスの開始にあたって

①から⑤について MNO 事業者と調整を行い、障害に関する情報の提供・実施

主体を明確にするように、新基準に明記することが適当である（別表第２ 第３ 

２.（２）関連）。  
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２.５ その他見直すべき事項の検討 

 

２.５.１ 他の規定等による取組に対する対応 

安全・信頼性対策として、セキュリティ対策を講じることは必要であり、安

全・信頼性基準においても従来から情報セキュリティ対策を講じることを求め

ている。 

一方、情報セキュリティ対策については政府全体としても重点的に取り組ん

でおり、内閣官房情報セキュリティセンター（以下「NISC」という。）におい

ても、複雑化・巧妙化しているサイバー攻撃に対して、サイバーセキュリティ

政策に関する新たな国家戦略となる「サイバーセキュリティ戦略」を策定し、

本戦略に基づく年次計画である「サイバーセキュリティ 2014」の策定を進め

ているところである。 

安全・信頼性対策に関しても、NISC の方針に従うことが必要であるが、近年

の○○○○への対策として、「サプライチェーン・リスク5」へのより明確な対応

が記載された。このため、安全・信頼性基準での対応可否について検討したと

ころ、・・・との意見があった。このため、「サプライチェーン・リスク」への

対応については△△△△とする。（作業班での議論を踏まえ追記） 

 

２.５.２ 情報提供の考え方 

 今回の新基準では、通常時だけでなく事故発生時に対する情報提供の対策を

求めているが、対応を実施する事業者ごとに対策への考え方が異なると、障害

発生の第一報を出す時間に差異が生じるなど、利用者に対して不便を生じさせ

ることが考えられる。 

 このことを踏まえ、安全・信頼性基準の対策に明確な指標を示すことも検討

したが、柔軟な対応を阻害してしまう可能性を考慮し、現時点では、以下の考

え方に基づいた事業者の自主的な対応を求めることとする。 

 <情報の提供時期> 

・ 故障等の障害を認知してから 30～1 時間以内を目途に第一報を掲載 

・ 第一報の内容は、「障害内容及び復旧の見込み」、「影響のあるサービス」

等、利用者ニーズが高いものに限定する 

 <情報提供手段の多様化> 

・ 事業者の HP での情報提供を中心とし、若年者に向け有効なポータルサ

イトや SNS、希望者に対する電子メール等を活用 

 <情報提供の内容> 

                                                  
5 取引先との間の受発注、資材の調達から在庫管理、製品の配達まで、いわば事業活動の川

上から川下に至るまでのモノや情報の流れのこと。 
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・ 第一報については、事故発生の事実を伝え、事故の「影響サービス」を

早急に伝える 

・ 続報については、第一報で伝えなかった内容の他に、情報提供の日時を

明確に示す 

・ 復旧報については、利用者ニーズを踏まえ、「復旧時刻」、「障害原因」、

「影響地域及びサービス」を伝える 

 <情報提供窓口> 

・ 販売代理店に対して迅速な情報提供の体制を構築する、もしくは販売代

理店においてカスタマーサポート等の問い合わせ窓口を紹介する 

・ MVNO は MNO との連携強化を図り、MNO のネットワークに関する

情報を受け、利用者に対し速やかに提供する 


